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1995 年に科学技術基本法が制定され、翌年の 1996 年に第 1 期科学技術基本計
画が策定スタートすると、それ以降 2017 年現在に至るまで科学技術予算が急激





























































































TITLE：Study of science and technology Communication  activity in a domestic university 
and a public research institute 
Abstract:  
“The 4th Science and Technology Basic Plan (2011)” which provides the Japan’s science and 
technology innovation policy includes a paragraph mentioning “deepening of relations 
between society and scientific technology innovation”. It states the importance of promoting 
two-way communication between and among the citizens, government, research institutions 
and researchers. 
How then can we activate such two-way communication activities? What efforts, particularly, 
are required of internal departments in Japanese universities and public research 
institutions? This study is designed to address these issues. 
This study aims at identifying the current status of the scientific technology communication 
activities engaged by universities or public research institutions as an organization. 
Particularly, the focus was on the methods used by public relations (PR) staff for collecting 
information, effect of appointing exclusive PR staff and setting up a PR department, 
correlations between involvement of top management and level of cooperation of 
researchers. 
In 2010, we conducted a questionnaire survey for PR staff in a total of 150 universities and 
research institutions in Japan. We then clarified how the scientific technology 
communication activities are organized in each of those institutions. Using the obtained 
data, we also analyzed the cooperative relations between PR staff/department and 
researchers in their scientific technology communication activities. It was pointed out that it 
was not particularly important to set up a system by appointing or setting up dedicated PR 
staff or a PR department in the universities and research institutions. Instead, the 
cooperative efforts were found to be promoted more by the cooperative awareness between 
PR staff and relevant researchers and their positive attitude in collecting information 
together with the involvement of top management. The involvement of top management 
class is also considered very important in various corporations, and it was clarified to be the 
case with research institutions. 
This study has identified the factors to be systematically incorporated in the research 
institutions through the use of survey questionnaire and data analyses conducted on the 
technology communication activities of Japanese universities and public research 
institutions. It also clarified the possibility of implementing scientific technology 
communication in the research ethics education for the graduate schools in Japan. The 
results from this study provide significant implications of an academic and 















2.4  科学技術基本計画と科学技術コミュニケーション（P. 26） 
2.5 科学技術コミュニケーション研究の課題（P.28） 
  １）研究者の科学技術コミュニケーション（P.29） 
２）研究不正と科学技術コミュニケーション（P.31） 
３）研究機関の組織的活動としての科学技術コミュニケーション（P.32） 
  ４）科学技術社会論の観点から見た本研究の位置付け（P.33） 
2.6 小括（P.34） 
 






























第 5 章 国内大学及び公的研究機関向け質問票調査結果の統計解析 
－報道機関との連携、危機管理と研究者の協力 
5.1 本章の目的（P.59） 
5.2  報道機関との連携、被報道状況モニタリング、危機管理の重要性（P.59） 
5.3  統計解析の方法（P.60） 





5.5  小括（P.68） 
 















6.11  4 年間の実践結果の考察 




第 7 章 科学技術コミュニケーションの応用的展開 
 －研究倫理教育への応用の可能性 
 7.1 本章の目的（P.86） 




7.5  e-learning とテストクイズ形式による研究倫理教育（P.88） 
7.6 CITI JAPAN PROGRAM の効用と課題（P.88） 
7.7 科学コミュニケーションを応用した研究倫理教育の実践（P.89） 
7.8 質問票調査結果―２つのねらいは実現できたか（P.92） 
7.9  小括（P.95） 
 
第 8 章 考察と結論 
 8.1  本章の目的（P.99） 
8.2  なぜ国内大学及び公的研究機関を研究対象として設定したのか（P.99） 
























































には、わが国における第 1 期（1996 年～2000 年）から第 3 期（2006 年～2010
年）までの科学技術基本計画推進過程での科学技術研究予算の急激な膨張があ
                                                   
1文部科学省: 第 4 期科学技術基本計画 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/19/





定以前よりも重視されるようになったのである。このことは、2016 年 1 月 22































                                                   






































































































の回収を得た。内訳は私立大学が 61 件、国公立大学・公的研究機関が 32 件で





























第 1 章 
第 2 章 
 





第 3 章 
第 4 章 

















公的研究機関が 32 件）。 
































科学省 21 世紀 COE 事業 















































従事した期間は、2004 年（平成 16 年）4 月～2014 年（平成 26 年）3 月までの
期間である。このうち、2004 年 4 月から 2009 年 6 月まで同大学院大学の専任
教員として、2009 年 7 月から 2014 年 3 月までは客員教員として、教育研究事
業に参画した。従事した主な教育研究事業は、同大学院大学・自治体（石川県
能美市と加賀市）間学官連携協定事業、石川県庁委託教育事業、文部科学省 21
























































































                                                   
3文部科学省: 第 4 期科学技術基本計画 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/19/














































は、イギリスの物理学者マイケル・ファラデー（Michael Faraday, 1791 年 － 
1867 年）による「クリスマス講演」がある。ファラデーの所属する王立研究所
を舞台に、ロンドン在住の子どもたちを対象に物理化学実験の実演を元に、分
かりやすい科学の講演を行った。1826 年に始まり、ファラデーの死後も 21 世
紀の現代まで継続し実に 190 回も開催されている。 
1985 年、イギリスでは国民の科学的素養を増進し、産業技術競争力の強化に









必要性を指摘した。イギリスでは 1990 年代に BSE（牛海綿状脳症、Bovine 
Spongiform Encephalopathy）問題が発生し、政府と専門家が牛肉の安全性を
                                                   
4 B.C.ヴィッカリー『歴史の中の科学コミュニケーション』95 頁 勁草書房 2002 年 








               ―科学技術理解増進から双方向のアウトリーチへ 
わが国で科学技術コミュニケーションの概念が政府関係機関で記述された初


























                                                   
6 藤垣 裕子 廣野 喜幸『科学コミュニケーション論』8 頁 東京大学出版会 2008 年 































1990 年代前半から 2017 年現在まで、わが国の科学技術政策としては途切れる
ことなく相当額の国家予算を注入し継続されている。2001 年には JST により東
京都湾岸エリアに日本科学未来館が宇宙飛行士の毛利衛氏を館長に任命しオー



























－双方向の科学技術コミュニケーションの必要性 2000 年代～2010年代前半 
































にて 1998 年に最初の試行型のコンセンサス会議が行われた。その後、2000 年
の 9 月から 11 月にかけて遺伝子組み換え作物をテーマとしたコンセンサス会議
が東京南青山会館で開催された 8。 
②サイエンスカフェ 
2004 年から 2005 年にかけて市民や若手研究者によるサイエンスカフェが京









の私も、この 2005 年 10 月に北陸地方で最初のサイエンスカフェの開催に参画
している。この経験については第 6 章で少し詳しく記述する。 
③サイエンスショップ 
2007 年には、大阪大学コミュニケーションデザイン・センター（現 CO デザ













り組みは、神戸大学 9と熊本大学 10が行っている。 



























                                                   
9 神戸大学サイエンスショップ http://www.h.kobe-u.ac.jp/ja/scishop 
10 熊本大学 LINK 構想 http://www.cps.kumamoto-u.ac.jp/seisakusozo/result/index2.php 
26 
 
2006 年 11 月に日本全国の科学技術コミュニケーション活動を担う、研究者、
学生、市民、行政を横に繋ぐ科学イベント「サイエンスアゴラ」が JST により
東京の湾岸地区で開催され、2017 年現在までに 11 回を重ねている。2016 年 11











科学技術基本計画は、1995 年 11 月に公布・施行された科学技術基本法に基
づき、科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基
本的な計画であり、今後 10 年程度を見通した内の 5 年間の科学技術政策を具体
化するものとして政府が策定する、わが国の科学技術政策の根幹を成すもので
ある。同政策の特徴として 1996 年の第 1 期科学技術基本計画（以下、基本計画
と略す）以後の公的な科学技術予算の増加が挙げられる。1996 年度から 2000
年度までの第 1期基本計画で 17兆円の国家予算が我が国の科学研究に投入され
た。その後、基本計画は、第 2 期（2001 年度～2005 年度 予算額合計 24 兆円）、
第 3 期（2006 年度～2010 年度 予算額合計 25 兆円）、第 4 期（2011 年度～2015
年度 予算額合計 25 兆円）と継続し、2017 年現在、第 5 期が進行中である。 
基本計画によって投入された公的な科学技術研究費の予算額は 1 期から 3 期
までの累計だけでも 66 兆円となった。この金額は EU 原加盟国のオランダ 1 国
の GDP（62 兆円）、あるいは日本の総人口の 2 倍の人口を抱え BRICs の一角を






                                                   





に示す通り、第 1 期基本計画がスタートした 1996 年度に科学研究費補助金の予





図 2 第 1 期基本計画から第 3 期基本計画終了（1996 年～2011 年）までの科学研究
費補助金予算額と増加率の年次推移  資料出所：日本学術振興会（JSPS） 
 







さで行動に出た。同年の 11 月 24 日には旧７帝大と早稲田大学・慶應義塾大学
の学長が共同で批判声明を出し、11 月 25 日にはノーベル賞・フィールズ賞受賞
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14 Irwin, A. and Wynne, B.: Misunderstanding Science? , The Public Reconstruction of 
Science and Technology, Cambridge University Press, 1996 
15藤垣 裕子 廣野 喜幸『科学コミュニケーション論』東京大学出版会 pp.109-117, 2008 
16守 真奈美「研究者と社会をつなぐコミュニケーション活動～大学の科学技術コミュニケ
ーターを目指して～」『科学技術コミュニケーション』 第 2 号 pp.106-118, 2007 
17有賀 雅奈 梅本 勝博「科学技術コミュニケーションにおける研究者の省察」『科学技術コ
ミュニケーション』 第 14 号 pp.3-12, 2013 
30 
 






























                                                   
18北海道大学 科学技術コミュニケーション養成ユニット（CoSTEP） 
『はじめよう！科学技術コミュニケーション』ナカニシヤ出版 2007 年 
19藤田 良治「科学技術コミュニケーションにおける撮影技法の印象評価」『科学技術コミュニケ
ーション』第 4 号 pp.19-27, 2008 年 
20宮田 景子「親子向けワークショップにおけるサイエンスとアートの融合：親子サイエンス・
ワークショップ実施報告」『科学技術コミュニケーション』第 7 号 pp.155-164, 2010 
21大河 雅奈 加藤 和人「サイエンスイラストレーション制作における協働プロセス:『幹細胞ハ




































                                                   
22 Jürgen Habermas “Technik und Wissenshaft alsnIdeologie” Suhrkamp Verlag,1968 













く取り上げられた事件として、2012 年の iPS 細胞虚偽発表問題、2013 年の高




















                                                   
23「ハイプサイクル」についての詳細は、米国技術コンサルティング会社 Gartner 社が詳しい解
説を行っている。以下の WEB を参照されたい。 
http://www.gartner.co.jp/research/methodologies/research_hype.php 
24中村 征樹「研究成果の発表と研究倫理：STAP 細胞問題から考える」『科学技術コミュニケー
ション』第 18 号 p83  2015 年 
25永田 晃也 西釜 義勝 小林 俊哉「2D22 Hydrogen Hype を超えて : 燃料電池に対する社会受


















 STS とは、“Science, Technology and Society”または“Science and 
Technology Studies”の略で、日本語ならそれぞれ「科学技術社会論」、「科学技
術論」となる。単に「科学論（Science Studies）」と呼ぶこともある。いずれも、









                                                   
26杉山 滋郎「科学技術コミュニケーションと大学広報～『ノーベル賞受賞』後の情報発信




ン』 第 9 号 pp.65-72 2011 年 
28岡田 小枝子 渡辺 政隆 今羽 右左 デイヴィッド甫 名取 薫 土方 智美「広報担当者が果
たすべき役割についての考察～メディアと研究者をつなぐ～」『科学技術コミュニケーシ
ョン』第 18 号 pp155-163  2015 年 
29 平川 秀幸“STS”とは何か 2001 年 
http://hideyukihirakawa.com/sts_archive/sts_general/what_is_sts.html 



























を進めることを推奨し、第 2 期と第 3 期の基本計画の中にも、そのことが明記
された。そこでも官主導が強まった。その一方で市民や若手研究者によるボト







































た。本調査は 2010 年 3 月に実施し、93 件（回収率 62％）の回収を得た。その
内訳は私立大学が 61 件、国公立大学・公的研究機関が 32 件である。 
３）調査対象の抽出基準と回答者 
これら 150 件は、平成 20 年度科学研究費補助金（科研費）採択大学等研究機






                                                   











































































                                                   



























選択肢番号 カテゴリ 件数 割合（%） 
1 はい 66 71.0 
2 いいえ 25 26.9 
3 無回答 2 2.2 
 
全体 93 100.0 
71.0 26.9 2.2 
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0
割合（％） 






選択肢番号 カテゴリ 件数 割合（%） 
1 はい 61 65.6 
2 いいえ 30 32.3 
3 無回答 2 2.2 
 






















65.6 32.3 2.2 
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0
割合（％） 




図 3 研究機関組織内情報収集の方法 
上記のデータテーブル  
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 研究者等の自己申告によって情報を収集している 49 52.7 
2 広報担当者が定期的に研究者に問合せを行っている 10 10.8 
3 
定期･不定期に開催する広報に関する情報収集の場
で、まとめて情報収集を行っている 15 16.1 
4 その他 16 17.2 
5 無回答 3 3.2 







図 4 所属研究者の情報収集への協力状況 
52.7 10.8 16.1 17.2 3.2 







15.1 59.1 11.8 12.9 1.1 
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0
割合（％） 
大変協力的である 協力的である あまり協力的でない 




図 4のデータテーブル  
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 大変協力的である 14 15.1 
2 協力的である 55 59.1 
3 あまり協力的でない 11 11.8 
4 協力的でない 0 0.0 
5 わからない 12 12.9 
6 無回答 1 1.1 































図 5 外部社会への情報発信方法（複数選択） 
上記のデータテーブル 
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 マスメディアへの記者発表やニュースリリース提供による記事掲載 75 80.6 
2 マスメディアへの広報掲載 34 36.6 
3 大学・研究機関の WEBやメールマガジン等による情報発信 77 82.8 
4 大学･研究機関の広報紙誌による情報発信 65 69.9 
5 大学・研究機関の講演会やシンポジウム等に情報発信 48 51.6 
6 組織内の研究者や研究室の協力による科学コミュニケーション活動 18 19.4 
7 組織内の研究者や研究室の協力による出前授業･講義 45 48.4 
8 その他 6 6.5 




































図 6 報道機関との連携状況 
上記のデータテーブル 
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 大変密接に連携している 4 4.3 
2 密接に連携している 34 36.6 
3 あまり密接に連携しているとは言えない 34 36.6 
4 密接に連携しているとは言えない 16 17.2 
5 わからない 4 4.3 
6 無回答 1 1.1 











4.3 36.6 36.6 17.2 4.3 
1.1 








図 7 マスメディアにおける被報道状況モニタリングの実態 
上記のデータテーブル  
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 定常的にモニタリングし把握している 49 52.7 
2 定常的ではないが、時々モニタリングし把握している 27 29.0 
3 把握していない 14 15.1 
4 わからない 2 2.2 
5 無回答 1 1.1 










図 8 研究機関の経営層は広報戦略立案に関与しているか 
52.7 29.0 15.1 2.2 
1.1 






39.8 31.2 21.5 3.2 
4.3 
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0
割合（％） 




図 8のデータテーブル  
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 経営層が参加し強く関与している 37 39.8 
2 経営層の関与はしている 29 31.2 
3 経営層の関与は強いとは言えない 20 21.5 
4 わからない 3 3.2 
5 無回答 4 4.3 










図 9 危機管理のための方策の有無 
上記のデータテーブル 
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 比率% 
1 危機管理の担当者の任命やマニュアル等の準備を行っている 39 41.9 
2 危機管理対策の整備を現在進めている 22 23.7 
3 危機管理の整備は行っていないが、今後進める予定である 12 12.9 
4 危機管理のための施策の整備は行っていない 13 14.0 
5 わからない 6 6.5 
6 無回答 1 1.1 
  全体 93 100.0 
41.9 23.7 12.9 14.0 6.5 
1.1 























図 10 広報担当者の役割分担の意識 
上記のデータテーブル 
選択肢番号 カテゴリ 件数(n) 割合（%） 
1 広報部門の仕事であると思う 12 12.9 
2 個別の研究者の仕事であると思う 2 2.2 
3 共同で役割分担をしながら取り組むべきと思う 73 78.5 
4 わからない 5 5.4 
5 無回答 1 1.1 
  全体 93 100.0 






































































選択肢番号 カテゴリ 件数 割合（%） 
1 特にそのような活動は行っていない 27 29.0 
2 現在は行っていないが、今後は進めたいと考えている 12 12.9 
3 サイエンスショップやサイエンスカフェ等の機会を設けて推進している 9 9.7 
4 自治体や官公庁との連携講座や連携協定等の機会や窓口を設けて推進している 41 44.1 
5 学協会や産業団体等との包括協定等の連携の機会や窓口を設けて推進している 19 20.4 
6 博物館、図書館等の文化教育施設との連携の機会や窓口を設けて推進している 13 14.0 
7 
隣接する自治体の生涯学習課、教育委員会、高校、中学、小学校等と
の連携の機会や窓口を設けて推進している 43 46.2 
8 
他大学、高専、独立行政法人等公的大学・研究機関等とのコンソーシア
ム等の連携の機会や窓口を設けて推進している 44 47.3 
9 市民団体、NPO法人等との連携の機会や窓口を設けて推進している 15 16.1 
10 
新聞社、雑誌社、テレビ局、ラジオ局等の報道機関と連携の機会や窓口
を設けて推進している 12 12.9 
11 その他 0 0.0 






























































































































から⑤）の形式で 2×2 のクロス集計を行った。 






















の協力度合いが高い割合は 100％であった。この結果には χ 二乗検定により有
意差が認められ、両変数間に関連はないとする帰無仮説は棄却された（P=0.000）。
次頁の表１に結果を示す。この結果について、さらに重回帰分析を行った。そ













68 0 68 
（100%） （0%） （100%） 
低い 
16 7 23 
（69.6%） （30.4%） （100%） 
合計 
84 7 91 
（92.3%） （7.7%） （100%） 




カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 22.420a 1 .000   
連続修正b 18.339 1 .000   
尤度比 21.089 1 .000   
Fisher の直接法    .000 .000 
線型と線型による連関 22.174 1 .000   
有効なケースの数 91     
a. 1 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満. 最小期待度数は 1.77    b. 2x2 表に対してのみ計算 
 
表２ 広報担当者の協働意識と研究者の協力度合いの重回帰分析結果 




研究者の協力度合い 0.000 *** 
R 0.496 
R2 二乗 0.246 



















ている大学等研究機関は 74 件中 25 件と全体の３分の１の割合しかなかった。 
 
表３ 情報収集方法と研究者の協力度合いのクロス集計結果 





度数 33 23 56 
% 67.3% 92.0% 75.7% 
低い 
度数 16 2 18 
% 32.7% 8.0% 24.3% 
合計 
度数 49 25 74 
% 100.0% 100.0% 100.0% 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。選択肢中の 4.その他を除いた 
74件を全数とした。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 5.466a 1 .019   
連続修正b 4.208 1 .040   
尤度比 6.264 1 .012   
Fisher の直接法    .023 .016 
線型と線型による連関 5.392 1 .020   
有効なケースの数 74     




















度数 50 18 68 
% 75.8% 72.0% 74.7% 
低い 
度数 16 7 23 
 % 24.2% 28.0% 25.3% 
合計 
度数 66 25 91 
% 100.0％ 100.0% 100.0% 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の 2件を除く。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .136a 1 .713   
連続修正b .010 1 .922   
尤度比 .134 1 .715   
Fisher の直接法    .789 .453 
線型と線型による連関 .134 1 .714   
有効なケースの数 91     
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満。最小期待度数は 6.32。 























度数 45 23 68 
% 73.8% 76.7% 74.7% 
低い 
度数 16 7 23 
 % 26.2% 23.3% 25.3% 
合計 
度数 61 30 91 
% 100.0％ 100.0% 100.0% 
（注（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の 2件を除く。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .089a 1 .765   
連続修正b .002 1 .966   
尤度比 .090 1 .764   
Fisher の直接法    1.000 .489 
線型と線型による連関 .088 1 .766   
有効なケースの数 91     


























度数 53 14 67 
% 81.5% 60.9% 76.1% 
低い 
度数 12 9 21 
 % 18.5% 39.1% 23.9% 
合計 
度数 65 23 88 
% 100.0% 100.0% 100.0% 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の 5件を除く。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 3.995a 1 .046   
連続修正b 2.938 1 .087   
尤度比 3.742 1 .053   
Fisher の直接法    .085 .046 
線型と線型による連関 3.949 1 .047   
有効なケースの数 88     
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満。最小期待度数は 5.49 。 































































































































として、（①と②）×（③から⑤）の形式で 2×2 のクロス集計を行った。 


























度数 33 35 68 
% 48.5% 51.5% 100.0% 
低い 
度数 5 15 20 
% 25.0% 75.0% 100.0% 
合計 
度数 38 50 88 
% 43.2% 56.8% 100.0% 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の 5件を除く。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 3.487a 1 .062   
連続修正b 2.594 1 .107   
尤度比 3.650 1 .056   
Fisher の直接法    .076 .052 
線型と線型による連関 3.448 1 .063   
有効なケースの数 88     



























度数 59 10 69 
% 85.5% 14.5% 100.0% 
低い 
度数 17 6 23 
% 73.9% 26.1% 100.0% 
合計 
度数 76 16 92 
% 82.6% 17.4% 100.0% 
（注）（ ）内の％は研究者の協力度合い合計数に対する割合。無回答の1件を除く。以下の表も同様。 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 1.614a 1 .204   
連続修正b .908 1 .341   
尤度比 1.507 1 .220   
Fisher の直接法    .217 .169 
線型と線型による連関 1.596 1 .206   
有効なケースの数 92     























度数 21 2 23 
% 91.3% 8.7% 100.0% 
低い 
度数 6 2 8 
% 75.0% 25.0% 100.0% 
合計 
度数 27 4 31 
% 87.1% 12.9% 100.0% 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 1.404a 1 .236   
連続修正b .328 1 .567   
尤度比 1.254 1 .263   
Fisher の直接法    .268 .268 
線型と線型による連関 1.359 1 .244   
有効なケースの数 31     
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.03 です。  b. 2x2 表に対してのみ計算 
 
表２-２ 私立大学の場合のモニタリングの有無と研究者の協力度合いの関連 





度数 39 8 47 
 % 83.0% 17.0% 100.0% 
低い 
度数 11 4 15 
% 73.3% 26.7% 100.0% 
合計 
度数 50 12 62 
% 80.6% 19.4% 100.0% 
66 
 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .678a 1 .410   
連続修正b .201 1 .654   
尤度比 .642 1 .423   
Fisher の直接法    .461 .316 
線型と線型による連関 .667 1 .414   
有効なケースの数 62     























度数 45 23 68 
% 66.2% 33.8% 100.0% 
低い 
度数 15 8 23 
% 65.2% 34.8% 100.0% 
合計 
度数 60 31 91 
 % 65.9% 34.1% 100.0% 
67 
 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .007a 1 .933   
連続修正b .000 1 1.000   
尤度比 .007 1 .933   
Fisher の直接法    1.000 .562 
線型と線型による連関 .007 1 .934   
有効なケースの数 91     
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 7.84 です。 b. 2x2 表に対してのみ計算 
 
表３-１ 国公立大学等の場合の危機管理対策の有無と研究者の協力度合いの関連 





度数 13 9 22 
% 59.1% 40.9% 100.0% 
低い 
度数 4 4 8 
% 50.0% 50.0% 100.0% 
合計 
度数 17 13 30 
% 56.7% 43.3% 100.0% 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .197a 1 .657   
連続修正b .001 1 .978   
尤度比 .196 1 .658   
Fisher の直接法    .698 .485 
線型と線型による連関 .191 1 .662   
有効なケースの数 30     














度数 32 15 47 
% 68.1% 31.9% 100.0% 
低い 
度数 11 4 15 
 % 73.3% 26.7% 100.0% 
合計 
度数 43 19 62 
 % 69.4% 30.6% 100.0% 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 .147a 1 .701   
連続修正b .004 1 .950   
尤度比 .150 1 .698   
Fisher の直接法    1.000 .484 
線型と線型による連関 .145 1 .703   
有効なケースの数 62     



































度数 55 10 65 
% 84.6% 15.4% 100.0% 
低い 
度数 11 7 18 
% 61.1% 38.9% 100.0% 
合計 
度数 66 17 83 
 % 79.5% 20.5% 100.0% 
カイ 2 乗検定 






Pearson のカイ 2 乗 4.782a 1 .029   
連続修正b 3.447 1 .063   
尤度比 4.295 1 .038   
Fisher の直接法    .045 .036 
線型と線型による連関 4.724 1 .030   
有効なケースの数 83     













































































                                                   
34坂野上 淳「研究所の事務部門における科学コミュニケーション～『世界トップレベル研究拠点』におけ
る事務改革と科学リテラシー向上の試み～」『科学技術コミュニケーション』9 号 2011 年 
35杉山滋郎「科学技術コミュニケーションと大学広報『ノーベル賞受賞』後の情報発信に取組んだ体験から
考える～」『科学技術コミュニケーション』9 号 2011 年 
36細川敏幸「大学新任教員に期待される科学技術コミュニケーション能力」『科学技術コミュニケーション』




































九州大学においては、2014 年（平成 26 年）1 月に広報体制が一新された。そ
                                                   
37栃内 新「理系大学院生が身につけるべき科学技術コミュニケーション能力」『科学技術コミュ







































































スリリースの件数の年次推移を示す。平成 22 年度から 23 年度の間に研究成果
に関するプレスリリースが 10％程度増加し、その後 3 年間約 30％の割合を保っ
ている。但し九州大学の教員数は、准助教から教授まで総数で 2,099 人、ポス
ドク等の研究員が 543 人在籍しており（いずれも 2016 年 5 月現在）、プレスリ





       図 九州大学の新広報体制（九州大学 総務部広報室提供） 
 








平成 22年度 139 27（19％） 
平成 23年度 165 52（31％） 
平成 24年度 177 57（32％） 














































































夫学長 Japan Advanced Institute of Science and Technology 以下、大学名を
JAIST と略す）を事例に、その実態を明らかにする。JAIST は国立の新構想大
学院大学として、石川県能美市郊外の「いしかわサインエスパーク（ISP）」に
1990 年（平成 3 年）に設置された。情報科学研究科、マテリアルサイエンス研
究科、知識科学研究科の 3 研究科で構成されている 38。金沢市中心部と東京 JR
品川駅構内にサテライトキャンパスを設置し、社会人教育を活発に推進してい
る。教職員数:教員 153 人、職員 139 人、学生数は 1,076 人（内訳：博士課程前
                                                   
382015 年 4 月より、この３研究科は「先端科学技術研究科」に統合された。 
78 
 
期：743 人、博士課程後期：333 人）で、留学生が 513 人（研究生 73 人含む）、
























2004 年 11 月 12 日、JR 金沢駅前の日航ホテルにおいて「JAIST フォーラム
2004 知識科学に基づく科学技術の創造と実践－科学技術マネジメントによる地
域活性化－」が開催された。同フォーラムには谷本正憲石川県知事、慶伊富長
















「いしかわ MOT スクール」開講 
翌年の 2005 年秋に地域の社会人を対象に「いしかわ MOT
スクール」を金沢サテライトキャンパスで開講した。北陸地域
の若手企業人に技術経営・知識経営を教育し、修了生組織（い














  2006 年夏に、上記の石川経営天書塾で使用したケース教材
制作のためクスリのアオキの青木保外志社長にインタビュー
































携協定を締結した。能美市に立地している JAIST は、2006 年以前より公開講
座、サマースクール、セミナーや講演会といった、地域に向けた様々なイベン
トを実施していた。その中には能美市主催、JAIST 共催で JAIST の研究者が講
師を務める先端科学ふれあい講座「能美おもしろサイエンス」も含まれ、開催









































的に開始した。サイエンスカフェ (Science Café)とは、第 2 章でも紹介したが、


















JAIST では、2005 年 10 月 2 日に学生とポスドク等若手研究者を中心に
「JAIST SCIENCE CAFE 実行委員会」が発足した。他大学等の先駆的なサイ
エンスカフェ活動の視察、カフェ運営のためのファシリテータ勉強会などを通
し、サイエンスカフェへの理解を深めていった。そして同月 29 日～30 日に行
われた設立されたばかりの石川県立大学第一回学園祭「響緑祭」にサイエンス
カフェを出店し、北陸地域では初となるサイエンスカフェの開催を実現した。
その後、2012 年度までに 19 回の開催を行った実績を有する 39。こうした取り
組みは、2006 年度下期に能美市の関心を得た。同年 12 月に日本でも初期の取
り組みの一つであるサイエンスカフェ「Café Scientifique TOKYO」（2005 年 4






                                                   
39 JAIST におけるサイエンスカフェ実行組織の詳細は http://www.jaist.ac.jp/coe/cafe/を参照さ
れたい。 
40小林 俊哉 樽田 泰宜「サイエンスカフェを核とした大学・地域社会間のアウトリーチ活動－
石川県能美市と北陸先端科学技術大学院大学の事例」『北陸地域研究』北陸先端科学技術大学院












6.11  4 年間の実践結果の考察－大学が社会的ニーズを収集するために必要な組織基盤 




























































                                                   
41 ここでいう民学の「民」とは地域を基盤として活動する NPO 団体や個々の市民との連携を指
す。 














































た。この事例は当時の潮田資勝学長（在職期間 2004 年度～2009 年度）の強い
イニシアチブによるもので、一般化できない可能性がある。 
 







































第 7 章 科学技術コミュニケーションの応用的展開 
 －研究倫理教育への応用の可能性 
7.1 本章の目的 
わが国では、2014 年の春に STAP 細胞問題という若手研究者の研究不正事件
が発生し、科学研究機関の権威が大いに損なわれる事態が発生した。この十年
間に日本では、STAP 細胞問題のような研究不正事件が頻発している。 


























①iPS 細胞虚偽発表問題（2012 年） 













③STAP 細胞問題（2014 年） 
2014 年 1 月末に、理化学研究所の小保方晴子研究ユニットリーダーらによっ
て STAP 細胞の発見が発表された。しかし様々な論文不正の疑義から 6 月に論
文は撤回され、7 月 2 日にはネイチャーから取り下げられた。理化学研究所の調
査により、5 月に小保方晴子氏による画像の不正、及び共同研究者の笹井芳樹氏




7.4  日本政府の対応 
－「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」の策定 






                                                   
44東京大学「森口尚史氏による研究活動の不正行為に関する調査報告」 
http://www.u-tokyo.ac.jp/public/public01_250920_j.html 
45 ”Ex-Novartis worker seized for faking clinical trial data of blood pressure drug 
63-year-old charged with manipulating figures in blood pressure clinical study at Kyoto 
University”   THE JAPAN TIMES   Jun 11, 2014 
http://www.japantimes.co.jp/news/2014/06/11/national/crime-legal/ex-novartis-worker-s
eized-faking-clinical-trial-data-blood-pressure-drug/#.V3I7UHkkouV 
46 Shusuke Murai ”Waseda University strips Obokata of Ph.D.”   
THE JAPAN TIMES   Nov 2, 2015 



















7.5 e-learning とテストクイズ形式による研究倫理教育 
九州大学では、研究不正を事前に防止するため、ガイドラインに基づき、大
学院生への研究倫理教育を実施している。e-learning を用いた受講体制を整備
し大学院生に受講させている 49。e-learning CITI Japan （Collaborative 










7.6 CITI JAPAN PROGRAM の効用と課題 
                                                                                                                                                     









50 「CITI Japan とは」https://edu.citiprogram.jp/citijapan.asp?language=japanese 
90 
 








の一つであることを考えると、CITI JAPAN PROGRAM は有効な対策となる。 























                                                   
51大隅 典子「科学の健全性を保つために：生命科学の現場から」公開シンポジウム『科学
研究の規制と法－「研究不正」をどう扱うべきか？－』2014 年 9 月 28 日 東京大学 
52藤垣 裕子「研究倫理と科学者集団の自律性」公開シンポジウム『科学研究の規制と法－













された 2013 年度から開始し、2016 年度で 4 年目を迎え、これまでに 3 回のサ
















次に一例として、2015 年 6 月 6 日に、福岡市の中心で開催した第 2 回 STS
ステートメント・サイエンスカフェを紹介する。同カフェには福岡市民等合計
20 名が参加した。冒頭に筆者が趣旨説明を行い、続いて大学院生 4 名が STS ス
テートメントを発表した。それぞれの発表について、市民や専門家の視点から、
課題の捉え方や政策的な考察に関する意見、詳しい内容を問う質問などがあり、
活発なディスカッションとなった 53。次に第 2 回 STS ステートメント・サイエ
                                                   
53 Toshiya Kobayashi “Where scientific research is a matter of public discourse”  











評価―医療費に及ぼす影響」（九大大学院 医学系専門職課程）の 4 件である。 
 










































象とした質問票調査では、4 件の STS ステートメントそれぞれについて、「たい
へん分かりやすい」、「分かりやすい」、「少し分かりにくかった」、「分かりにく
かった」の 4 段階のリッカートスケールから一択とした。今回の質問票調査に
は、20 人中 14 人の参加者から回答を頂くことができた。その結果を次頁の図
に示す。一見して明らかなように、「たいへん分かりやすい」、「分かりやすい」






図 2 STS ステートメント・サイエンスカフェ参加者の発表内容への理解度 
※上記は第 2回 STS ステートメント・サイエンスカフェに参加した福岡市民の回答者 14





















はまらない」までの 5 から 1 までの 5 段階のリッカートスケールを設定し、回
答者にはいずれかの番号を一択して頂いた。「c 改めて自分の研究テーマの社会
的な意義は何だろうと考えた」については、4 名の発表者は全員が 4 を選択した。
4 は「当てはまる」と「どちらともいえない」の中間である。次に「e 『社会の
中の科学』という観点を強く意識した」の設問であるが、これは 4 名中 2 名が












                                                   








































































発生年 研究機関名 事件内容 出典 
2005
年 
大阪大学  2005 年 6 月に、実験データの不適切な掲
載を理由として、医学部教授らが発表して



































































が、2015 年 12 月に判明した。 
毎日新聞 
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1  たいへん協力的である 
2  協力的である 
3  あまり協力的でない 
4  協力的でない 






1  たいへん密接に連携している 
2  密接に連携している 
3  あまり密接に連携しているとはいえない 
4   密接に連携しているとはいえない 






1  定常的にモニタリングし把握している ⇒設問 9 に進んで
下さい。 
2  定常的ではないが、時々モニタリングし把握している ⇒設
問 9 に進んで下さい。 
3  把握していない ⇒設問 10 に進んで下さい。 
4  わからない ⇒設問 10 に進んで下さい。 
 





       １ はい     2 いいえ 
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2 新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、WEB ニュース等マスメディアへの広告掲載 

















1 個別の研究者・研究室の広報についても広報部門は注力すべき ⇒設問 18
にお進み下さい。 
2 個別の研究者・研究室の広報については、当事者である研究者が推進すべき 
⇒設問 17 にお進み下さい。 
3 個別の研究者・研究室の広報については、ある程度の役割分担は必要だが、
広報部門も研究者個人も共に努力すべき ⇒設問 18 にお進み下さい。 
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ができる。当時の事業を積極的に推進した、中森 義輝教授（21 世紀 COE プロ
グラム研究代表者）、そして、当時大学院生の浅野 浩央（現日立製作所）、樽田 
泰宜（現日本原子力研究開発機構）両氏にも貴重な実践の場を共有させていた
だいたことを感謝したい。 
 本研究の推進にあたって、質問票調査の御協力を頂いた国公私立大学及び公
的研究機関の広報担当者の皆様にも貴重なお時間を頂戴したことを御礼申し上
げる。併せて九州大学の広報室の皆様と科学技術社会論概説を受講し質問票調
査に御協力いただいた大学院生の皆様にも御礼申し上げたい。 
最後に、私の博士課程編入学に理解を示し、精神的な支えにもなってくれた
家内に感謝したい。 
 なお、本論文を完成させるに当たり、様々な財政的支援を賜った。日本学術
振興会・科学研究費補助金の資金的援助があったからこそ、本論文を完成させ
ることができた。これらの財政支援にも感謝の意を表したい。 
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